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日本の産業空洞化への対応 

経済戦略と企業戦略，二つの視点からの-考察- 
日本產業空洞化的因應 

―從經濟策略與企業策略兩個視點的考査 

高子原1
    堀高志2

    劉姬芳3 

要旨 

本稿の主要な分析対象は二つある。まず第一は，経済戦略の主体である日本政府が空洞化防止

のために政策的にどう対処するのかを分析する。第二は，日本企業が空洞化に対していかなる企業

戦略によって対応しようとしているのかを，産業、製品に立ち入りながら概観する。本稿は，欧米

との比較を折り込みながら，経済戦略と企業戦略の二つの視点から，日本の空洞化問題の解明を試

み，今後のあり方を考察すろものである。  

キーワード : 経済戦略，空洞化，企業戦略，産業，製品  

摘要  

本論文主要分析對象有二, 首先第一的是以經濟策略為主體的日本政府對於空洞化的防止的政策

如何施策與因應。第二是日本企業對於空洞化如何依照企業的策略來加以對應。並從產業、產品的視

點切入並概觀式的考察。此外,本論文並與歐美比較試暑從經濟策略和企業策略的視點,對日本空洞化

問題來加以解析, 以及今後的因應方向加以考察。 

關鍵詞: 經濟策略,空洞化,企業策略,產業,產品 
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はじめに 

近年,日本企業のグローバルが進展し，さ

らに比較優位産業全般でもそうした海外投資

が加速している。また，海外からの輸入の増

加とそれに伴う産業構造の調整圧力の高ま

り，などの諸問題も深刻化している。こうし

た日本国内の雇用・生産・技術空洞化の問題

に，政府と企業はどう対処するのか，また，

日本の製造業を取り巻く環境が厳しさを増し

ていくことが予想され，そうしたなかで，新

産業が今後も勃興してくるのか，既存産業が

高度化を遂げられるのかどうが，産業空洞化

の懸念が現実化するかどうかを決する大きな

鍵となっている。本稿では，日本政府の空洞

化防止に対する対策と日本企業の対応を分析

し，そうした施策の有効性と限界について考

察を行う。  

1.産業空洞化問題に関する先行研究と

議論 

1.1 産業空洞化とは 
「空洞化」という言葉は、英語の

hollowing outという言葉の日本語訳として生

まれた言葉である。「空洞化」とは何か，どん

な現象か、先行研究からみると、まず，英国

のSingh（1977）は、70年代後半，英国の製造

業が対外貿易とのバランスをとれなくなるの

が「脱工業化（Deindustrialization）の現象」

と説いた1）。 

そ し て ア メ リ カ の Frank ・ Freeman

（1978），Bluestone(1984)らは，70年代後半

80年代のアメリカ製造業の海外生産移転が急

ピッチで進み，その移転がたとえばカラーテ

レビの生産を一括してアジアヘもって行って

しまって国内工場は閉鎖する。そして従業員

は解雇する。というような形で行われたもの

が多かったために、国内の製造業の生産基盤

が空っぼになる2）。当時，アメリカの製造業

の生産基盤が縮小していくことをアメリカ経

済はサービス産業の拡大で穴埋めして，産業

構造自体がサービス経済化したといわれてい

る。 

アメリカの研究は，日本の空洞化の研究

にも大きな影響を与えた。小島清（1989）、原

正行（1992）らは，広義の空洞化とは脱工業

化現象であり，狭義の空洞化を海外直接投資

を通じて生産が海外に移転し国内の生産が縮

小，弱体化することであるとした４）。そして

伊藤元重（1994），中村吉明・渋谷稔（1994）

らによると，空洞化は生産拠点の海外移転に

することによって，国内の雇用が減少し，生

産技術の水準が停滞・低下することをいう

４）。また，関満博(1995)は，「もう一つの産

業空洞化論」を掲げて，国や地域の産業基盤

を「技術の構造」から分析した「技術の空洞

化」論を提唱している５）。伊丹敬之（2004)

が，空洞化とは，国内の生産活動が海外での

生産活動によって代替される結果として起き

る国内生産基盤の縮小を意味するものだとし

ている６）。  

それゆえ，欧米における先行研究では，

「脱工業化（De-industrialization）」という

用語が産業空洞化に類似する用語として一般

的に使用されてきたが，その定義上の共通点

は，一国において製造業部門のシェアが低下

する一方でサービス産業の拡大で穴埋めし

て、産業構造自体がサービス経済化したとい

われている。日本の産業空洞化問題を取り扱

った先行研究も，一国のＧＤＰや就業者数に

占める製造業部門のシェア低下を産業空洞化

とはみなさず，「狭義の空洞化」，すなわち対

外直接投資に起因する製造業部門の弱体化を

産業空洞化の定義として採用している。 

1.2 日本産業空洞化の論議と将来への懸

念 
日本では，大きく4つのタイミングで空洞

化議論が起きている。 

1980年代後半，プラザ合意による円高を

背景とした国内工場移転。当時，急激な円高

（ 1985年の円レートは１ドル＝ 240円か

ら,1988年に130円まで一気に上昇した）の進

行と貿易摩擦の回避政策によって企業の海外

シフトが急増した。この動きに伴い日本企業

の多くがNIEs，ASEAN諸国に工場機能を移転し

た，逆に，NIEs，ASEAN諸国は日本からの工場

移管に伴い工業化が本格化した。日本では，

米国と同じく空洞化論が高まった。このとき

の議論は，第一次産業空洞化論と呼ばれる

７）。 

1990年代中頃、円高を背景とした国内工

場移転。プラザ合意による円高，その後一時

は鎮静化したものの，1993年以後，円高（1993

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%97%E3%83%A9%E3%82%B6%E5%90%88%E6%84%8F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%86%86%E9%AB%98
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%97%E3%83%A9%E3%82%B6%E5%90%88%E6%84%8F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%86%86%E9%AB%98
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年の円レートは１ドル＝125円から,1995年

に，―時に80円まで一気に上昇した）の更な

る進行にともない「空洞化」問題が再燃した。

1990年代後半からの産業空洞化の議論は，第

二次空洞化論と称されている８）。 

2000年代，コスト削減のためにWTO加盟を

契機に「世界の工場」として急速に台頭する

中国など，グローバル化による新興国への国

内工場移転。2000年以降，中国のＷＴＯ加盟

の動きを背景に中国への直接投資が加速し，

ハイテク製品にまで中国に進出する企業がみ

られるようになった。一方，国内では長期不

況がつづき，失業率が５％台で高止まりして

いることも重なって，産業空洞化への不安が

高まったのである９）。  

2010年代、世界同時不況において世界各

国の中央銀行が大規模な量的金融緩和を行っ

ているのに対し，日本銀行による量的・質的

金融緩和が相対的に不足しているために起こ

っている円高を背景とした空洞化議論10）。 

また，内閣府の調査によると，日本の製

造業の海外生産比率は，1985年度に3.0%であ

ったが，1990年度は6.4%に達し，2009年度は

17.8%となっている。特に，これまで日本の輸

出の大勢を占めてきた自動車などの輸送用機

械や電気機器の海外生産比率は，他の産業と

比べて高い。一方，諸外国と比較するとまた

まだまだ上昇する余地はあるとの見方もあ

る。生産拠点の海外移転にすることによっ

て，国内の雇用が減少し，生産技術の水準が

停滞・低下することである11）。 

こうした比較優位産業全般でも海外移転

にすることによって，空洞化による問題点と

しては，国内における雇用機会の喪失，地域

産業の崩壊，技能ノウハウを生む生産現場の

劣化，貿易黒字を生む国際競争力の減退・喪

失といった悪影響が指摘される。また，経済

のグローバル化により，製造業も生産拠点の

海外移転など「適地適産」の傾向を強めた。

国内の地方にあった，メインの工場とその周

辺に関連産業が張り付くという垂直分業体制

は，系列外からの資材等の調達や，生産拠点

の海外移転により打撃を受けた。特に，一企

業への依存度が高い，いわゆる「企業城下町」

や、特定業種の地場産業が集積する地方都市

における雇用への影響は深刻なものがある。 

将来への懸念として，日本経済が技術面

において経済の発展基盤を喪失していく懸念

が指摘される。企業としては，国際競争にさ

らされる中で競争力強化のため，海外により

有利な立地があれば，工場・物流拠点等を海

外へ展開することは当然の行動といえる。そ

の結果，長期的には科学技術立国としての基

盤が失われかねないことになる。 

2.政府の空洞化阻止の具体策 

産業空洞化のコントロールは，基本的に

企業によるコントロールであるが，当然，政

府の政策の役割も大きい。ここでいう政府の

役割とは，例えば，空洞化に至らないように

インフラの整備，規制緩和，対内投資の奨励，

新産業の育成などのイノべーション促進活動

を行って，国内が，企業にとって魅力に豊ん

だ立地であることを企業が認識し，対内投資

行動をとる政策を主導することである12）。し

かし，人件費の国際格差があるなかで，日本

という立地の魅力を維持するのは，それほど

容易なことではない。 

政府の対応として一つありうるコントロ

ール策は，空洞化の原因となる海外からの経

済的圧力を水際で食い止めるという政策であ

る。もっとも安易なのは，海外企業の競争圧

力が国内市場の需要を侵食しすぎないよう

に，輸入そのものを何らかの形で規制するこ

とである。長期的に望ましい空洞化対策にな

るとは思われないが，しかし政策手段として

十分ありうる手段である。もう一つの海外か

らの経済的圧力への対抗策は為替政策であ

る。為替の点で日本企業が不利にならないよ

うに，具体的には過度の円高を阻止するよう

な為替市場介入を様々形で行うことによっ

て，日本の生産基盤が維持されることを狙お

うとするのである。長期的には人為的に為替

レート誘導することは恐らく不可能である。

短期的なあまりに急激な為替変動を避ける政

策としての意義はあるかもしれない。 

近年，日本製造業を支えてきた自動車等

の輸送用機械や電気機器の関連企業は海外へ

のシフトを積極的に行っており，そのため

に，日本国内の生産拠点としての位置付けが

急速に低下し，国内の雇用・生産・技術空洞

化が深刻化していることを政府がどうコント

ロールするか。また，日本の製造業を取り巻

く環境が厳しさを増していくと予想されるな

http://ja.wikipedia.org/wiki/WTO
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E8%8F%AF%E4%BA%BA%E6%B0%91%E5%85%B1%E5%92%8C%E5%9B%BD
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B0%E3%83%AD%E3%83%BC%E3%83%90%E3%83%AB%E5%8C%96
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%96%E7%95%8C%E9%87%91%E8%9E%8D%E5%8D%B1%E6%A9%9F_(2007%E5%B9%B4-)
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%87%8F%E7%9A%84%E9%87%91%E8%9E%8D%E7%B7%A9%E5%92%8C
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E9%8A%80%E8%A1%8C
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%86%85%E9%96%A3%E5%BA%9C
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A3%BD%E9%80%A0%E6%A5%AD
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A3%BD%E9%80%A0%E6%A5%AD
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E5%9E%82%E7%9B%B4%E5%88%86%E6%A5%AD&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BC%81%E6%A5%AD%E5%9F%8E%E4%B8%8B%E7%94%BA
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%B0%E5%A0%B4%E7%94%A3%E6%A5%AD
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%B0%E6%96%B9%E9%83%BD%E5%B8%82
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%B0%E6%96%B9%E9%83%BD%E5%B8%82
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かで，新産業が今後も勃興してくるか，既存

産業がさらなる高度化を遂げられるのか，こ

うした対処如何が，産業空洞化の懸念が現実

化するか否かを決する大きな鍵となってい

る。 

国家特殊的な政策課題を実現するため

に，日本経済産業省（台湾経済部相当）‧は2001

年以降，さまざまな対応策を立案・実施して

きた。具体的な政策としては，主として①国

家発展重点計画②アジア新興国との共生と課

題解決③産業クラスター政策，という３つが

あって，こうした政策によって，この空洞化

阻止という問題に対処しようとしている。 

2.1 国家発展重点計画 
経済産業省は，「産業構造ビジョン2010」

の中で，「インフラ関連／システム輸出」「環

境・エネルギー課題解決産業」「文化産業（フ

ァッション、コンテンツ等）」「医療・介護・

健康・子育てサービス」「先端分野（ロボッ

ト、宇宙等）」を戦略五分野と位置づけ，2020 

年の市場と雇用の創出規模を，生産額で約

179.3 兆円（2007年比＋ 149.0 兆円（他部門

への波及効果含む），就業者数で約865.8 万人

（2007 年比＋ 257.9 万人）としている1３）。 

また，財団法人国際経済交流財団のアン

ケート調査によると，日本の製造業が海外市

場開拓に向けて有望視している事業として，

約半数が環境･エネルギー分野を挙げ，以下，

水ビジネスや交通インフラ分野と，医療・介

護の分野が約3 割，ロボットや宇宙などの先

端分野が2 割強と続いている。有望事業を見

出せていない企業も半数近くはいるものの，

将来の有望事業への考え方（何で稼ぎ、何で

雇用するか）は，官民の間で相違はないもの

と考えられる。さらに，日本機械輸出組合に

よる機械関係主要16 業種の内，戦略五分野に

大きく関わると思われる産業として，「サービ

ス・ソフト」「重電・産業機械」「プラント・

エンジ」「医療機器」「航空・宇宙」などがあ

る。５業種全体の売上高構成比は20％以上と

なり，売上高営業利益率も6.6％と、高い。特

に日本企業が有望視している上位二分野に関

する「重電・産業機械」「プラント・エンジ」

は，これまで日本の事業の中核を担っている

「自動車」や「家電」に比べ、売上高、利益

率共に安定している。戦略五分野は，国内の

雇用を維持し，日本の輸出の中核を担わせる

のに十分な事業であると考えられる14）。 

2.2 アジア新興国との共生，課題解決へ

の貢献 
成長著しいアジア新興国ではあるが、更

なる成長を遂げるには解決しなければいけな

い課題もある。ここでは，自動車や家電に依

存した製品販売で稼ぐのではなく，アジア新

興国の課題解決に貢献し，かつ，日本自身も，

アジア新興国の産業とは棲み分け可能な戦略

分野によって，成長していく，アジア新興国

との共生モデルを考える15）。 

アジア新興国における人件費高騰課題へ

の貢献 

近年のアジア新興国における賃金上昇

は，低所得層比率の高い国を中心に著しく伸

びている。中国，インド，インドネシア，ベ

トナムの1 人当たりGDP（購買力平価）の推移

を日本のそれに当てはめてみると，2010 年の

中国は，日本の1968年同インドネシアは1961 

年，ベトナム，インドは，1957 ～1958 年と

同程度となっている。各国とも，日本が工場

の自動化を本格化し，先行する欧米を追い上

げた高度経済成長期に相当しており，特に中

国は日本が，1968 年にGNP で資本主義国家世

界第２位に達したのと同じ，2010 年にGDP で

世界第２位となった。 

中国の製造業は賃金高騰により，沿岸部

を中心に労働力の確保が困難な状況が発生

し，従来の労働集約型から自動化への転換期

に既に差し掛かっているといえる。実際、賃

金上昇に比例する形で産業用ロボットの輸入

額が増加している。賃金上昇に加えて，日本

がたどってきたように，アジア新興国におい

ても生産年齢人口のピークが視野に入りつつ

ある。特に中国は，2010年に生産年齢人口比

率のピークに達している。将来の労働力減少

を見据えた点からも，アジア新興国において

は、自動化設備の導入を検討する時期にある

といえる。 

日本の自動化技術，産業用ロボット技術

は世界的に圧倒的優位にあり，中国の産業用

ロボット輸入先も日本が半数近くを占めてい

る。今後，賃金上昇と高齢化が急速に進んで

いくアジア各国・地域において，産業用ロボ

ットの導入は進んでいくと予想されている。

製造業の海外進出が進む中，日本を拠点とす

る製造技術がアジア新興国・地域の成長課題

である人件費高騰問題の解消に貢献すること



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

日本の産業空洞化への対応 経済戦略と企業戦略，二つの視点からの-考察 

35 

 

が期待される。 

アジアを中心とする新興国等のインフラ

整備への貢献 

アジア等の新興国において，更なる成長

のためには，企業の生産活動を担う電力イン

フラや円滑な物流に不可欠な交通インフラが

必要である。日本企業の市場獲得のために

も、アジア等諸国のインフラ整備を早急に進

める必要がある。 

アジア等のインフラ整備を進めること

は，当該国の成長に寄与するばかりでなく、

日本の成長への貢献も大きい。インフラの輸

出や，インフラプロジェクトへの投資が，日

本の経済や雇用に与える波及効果は非常に高

い。インフラ事業に投資し，「システム」とし

て海外展開を進めることは，継続的な収益確

保とともに，高度な技術・ノウハウの獲得を

通じて，日本産業の高度化，付加価値の増大

にもつながる。日本政府の掲げる「新成長戦

略」では，2020 年のインフラ市場規模を19.7 

兆円とすることを実現目標としているとこ

ろ，その目標が達成された場合の効果は，製

造業のインフラ輸出分と非製造業への波及効

果を合わせた生産誘発額で23.1 兆円，雇用誘

発効果として60.3 万人と想定されている。 

2.3 産業クラスター政策 
産業クラスター政策は地域の中堅中小企

業・ベンチャー企業が大学，研究機関等のシ

ーズを活用して，産業クラスター（新事業が

次々と生み出されるような事業環境を整備す

ることにより，競争優位を持つ産業が核とな

って広域的な産業集積が進む状態）を形成

し，国の競争力向上を図るものである。日本

経済産業省は当政策の目標レンジは下記のと

おりである16）。 

第１期（2001-2005年）産業クラスターの

立ち上げ期 

クラスターの実態と政策ニーズを踏まえ

て，国が中心となって進める産業クラスター

計画プロジェクトとして20程度を立ち上げ，

自治体が独自に展開するクラスターと連携し

つつ，産業クラスターの基礎となる「顔の見

えるネットワーク」を形成する。 

第２期（2006-2010年）産業クラスターの

成長期 

引き続きネットワークの形成を進めると

ともに，具体的な事業を展開していく。また，

同時に企業の経営革新，ベンチャーの創出を

推進する。なお，必要に応じて、プロジェク

トの見直し，新たなプロジェクトの立ち上げ

を柔軟に行う。 

第３期（2011-2020年）産業クラスターの

自立的発展期 

ネットワークの形成，具体的な事業展開

を更に推進していくとともに，産業クラスタ

ー活動の財政面での自立化を図っていき，産

業クラスターの自律的な発展を目指す。 

経済産業省では，産業クラスター計画に

基づき，2001年度から地域の経済産業局と民

間の推進組織が一体となって，18のプロジェ

クト（2009年度当時）を推進してきたが，自

律的発展期への移行（実質的には2010年度よ

り）に伴い，現在，これらは民間・自治体等

が中心となった地域主導型のクラスターとし

て活動を進めている。 

また，各地の自主的な取組の中でも，日本の

国際競争力確保のため，特に伸ばしていくべ

きとする分野については，資源の集中投下や

連携の促進などにより，重点的な支援を行っ

ていくこととしている。経済産業省では今後

も引き続き，各地のクラスター間ネットワー

クや地方経済産業局のノウハウ等を活用し，

新事業の創出に向けた施策を進めている。 

3.日本企業の対応  

なぜ企業が空洞化の対応を考えることが

必要なのだろうか。企業としては儲かればど

こで生産しても構わない。という考え方もあ

りえそうなのに，なぜ企業自身が空洞化を対

応した方がいいのか。その理由としては，第

一に国内の生産拠点を海外に移転させること

によって，その企業が立地はどこであれ長期

的に存続するための基盤を失うことになれか

ねない。もちろん，移転先の基盤を利用する

ことで一時は利益を享受できるかもしれな

い。第二に，海外への生産移転が行われた場

合に，その移転部分の埋め合わせが国内で完

全に行われない限り，雇用の確保は困難にな

る。雇用の維持が広範にわたってできないよ

うな狀況になると，国内全体の購買力が減退

し，企業にとってもマイナスが生まれてく

る。一見雇用の維持が行われないことは一企
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業にとっては格別マイナスの影響をもたらさ

ないかのようにみえるが，失業者が増えれば

国民購買力は低下し，企業がいくら製品を生

産したところで買い手が少なくなってしまう

のである。 

一般的には経済成長が進むにつれ，一人

あたり国民所得の上昇，技術革新や消費需要

の変化などを反映して一国の産業構造は第一

次産業，第二次産業、第三次産業へと，中心

とする産業構造を変化させるといわれてい

る。しかし日本の場合，生産活動を海外に移

転した分の国内余剰経営資源をサービス産業

に投資し，経済発展を続ける，といった言葉

どおりの構造変化は起こりにくい。なぜなら

日本はもともとの国内資源が少なく海外の資

源に賴らざるをえない状況で，製造業のよう

な加工業ほど効率的に外貨を獲得できるもの

はないからである。 

サービス業での国際展開のための能力

で，きわめて基礎的でかつ大きな影響力をも

つものに，言語能力がある。言語を介してサ

ービスは売られる。投資銀行、コンサルディ

ング，会計事務所，などの国際業務を考えて

みればいい。言葉で顧客を說得できなけれ

ば，仕事にならない。しかし，製造業の製品

は，モノ自体がその機能や品質で，自分の価

値を物語っている。言語能力が鍵ではないの

である。 

したがって，サービス産業で国際的なプ

レゼンスを大きくもととうとするのには，日

本人の前に言葉の壁が立ちはだかっている。

だから，日本のサービス産業化によって衰え

る製造業の国際的プレゼンスの補完をしょう

とする動きは，アメリカほど簡単ではないの

である。それだけ，英語が世界標準語である

ということの意義が大きいということであ

る。それを考えると，言葉に依拠せずに市場

で評価を得られる製造業を産業の中心に据え

ること，そしてその製造業の国際的プレゼン

スを維持し続けようとすることは日本にとっ

ては必然のことなのかもしれない。  

企業による空洞化への対応には，大きく

分けて三つの対策があげられる17）。国内強化

型，国際分業型，代替事業進出型，である。

国内強化型は国内生産と研究開発を強化す

る，空洞化へのもっとも強い対応である。国

際分業型は製品間水平分業と工程間分業を行

う，空洞化に広く使われている対応である。

代替事業進出型は，言い換えると多角化であ

り，代替事業で雇用や売り上げの増大を確保

しよう事業を多角化していくパターンである

が，空洞化対策のみならず，企業成長のため

の基本戦略として多くの企業が採用している

戦略である。日本企業は企業・産業のレベル

によって空洞化の対策としてさまざまな戦略

や戦術を選択するが，以下では企業による空

洞化対策の三つのパターンを分析し日本企業

の対応について検討する。 

3.1 国内強化型 
(1)日本企業の国内研究開発活動 

日本企業の研究開発活動を観察すると，

先行技術開発，製品開発，工程開発と分類し，

その中で，先行技術開発は先行技術のみ，コ

ア部品，製品開発及び工程開発の先行技術が

殆ど日本国内で行っている。量産は企業の国

際分業の進展によって改善量産，量産・製品

開発，量産・工程開発は，現在では日本本社

から支援のもとに研究開発を行うパターンが

最も多い18）。 

また，日本企業の全体の研究開発費は，

1990年の9.2兆円から伸び続け2000年は10.8

兆円，2007年には12.2兆円の規模にまで伸び

ている。金額べースで伸びているだけではな

く，GDPに占める研究費も1990の2.9％から

2009年3.61％，世界の首位に立っている。ま

た，製造業における売上高に占める研究開発

費も1990年3.36％から2009年4.1％と伸びを

示している。また，製造業の研究開発費は2010

年時点で12.3兆円，自動車及び同付属品の

2.61兆円が最も多く，次いて情報通信機械器

具の1.73兆円，医薬品の1.28兆円と続いてい

る。1990年の時点で製造業の研究開発費が8.6

兆だったことを考えると約４割と大きな伸び

でいる。これらのことより日本国内における

研究開発費は20年間でよりプレゼンスを増し

ており，研究開発機能が強化されていること

がわかる19）。 

(2)日本企業国内生産の高度化の促進 

多く日本企業が自ら国際分業すること

は，同時に国内の生産を効率化するための再

編，国内資源をより比較優位の分野に集中す

ることのきっかけにもなる。一部の工程や製

品の生産を海外にもっていくことによって，

国内の雇用や工場という資源が余剰資源とな
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ってしまう，それらの余剰資源を比較優位の

ある部門に投入することで比較優位分野の拡

大に寄与し，企業全体の資源利用効率をあげ

ることなる。また，企業の資源を次世代製品

の開発に集中することによって，企業内の迅

速な事業転換が促進され，他国企業のキャッ

チアップを遲らせて，外国企業に負けること

による国内生産の空洞化を防ぐことにつなが

る。例えば，キャノンは従来のベルトコンベ

ア方式の無駄を見直し，セル生産方式とは，

少人数の作業者が複數の工程をこなして規模

の小さいラインを運栄する方式であり，在庫

が大幅に削減されるのに加え，作業員一人ひ

とりが別の製品を製造することもできるた

め，多品種少量生産に適しているものであ

る。キャノンはセル生産方式の導入により，

中間在庫が従来の二十日から七～八日分に減

少し，完成品在庫も従来の二カ月から約一カ

月分へと半減し，結果として中級モデルで四

割、高級モデルで三割の生産性向上を果たし

ている20）。 

3.2 国際分業型 
（１）業種別の企業の国際分業の状況2

１） 

エレクトロニクス産業の場合:日本のエ

レクトロニクス産業は製品開発から設計，製

造，流通までもフルセット型のグループ経営

で行い，日本国内にマザー工場として生産管

理機能や製品開発機能を有し，また製品の基

幹部品となる中間財の生産規模を維持しなが

ら，海外直接投資によって現地法人を設立

し，海外生産シフトするオフショアリングす

ることを基本戦略とする。 

自動車産業の場合: 日本中心の国際分業

のネットワークとは，中間財（部品）の生産

と輸出を日本から行い，最終製品の組み立て

を現地で行う，というパターンを世界の各地

との間で作り上げるということである。 

鉄鋼，石油化学（重化学工業）の場合：

鉄鋼，石油化學産業の川上部門の企業は資本

集約的，典型的な素材産業であり，巨大な設

備が必要な装置産業である。このような企業

は，労働コストより設備のビンテージや稼働

率がコストに直接影響されている。この部門

は現時点においては海外直接投資のインセン

ティブがなく，例えば，鉄鋼の川上の製鉄，

製鋼，ステンレス，鋼板，鋼線，アルミ合金

板，銅管，及び石油化学の川上の製油，エチ

レン，プロピレン，ポリエチレン，ポリスチ

レン，ブタジエン，ベンゼン，トリエン，メ

チルベンゼン，などの原料・素材企業は，日

本国内に残っている。 

ただし，川中の鋼材のメッキ，金属・箔，

チタン，繊維，プラスチック，合成ゴム，合

成樹脂，塗料，などの加工・原料・素材企業

は，すでに，東南アジア，中国大陸に進出し

た川下の製品加工企業の供給のため，東南ア

ジア，中国大陸に進出している。また，鉄鋼，

石油化学の川下の製品加工企業は，製品の付

加価値，工程間の複雑化によって，日本国内

の工場と東南アジア・中国大陸の工場と垂直

分業・水平分業を行っている。 

伝統的な軽工業産業の場合：縫製，家具，

靴，皮革・毛皮，木・竹・籐，などの組立て

加工型軽工業の企業は，日本国内で存続する

のが極めて困難になりつつある。東南アジ

ア，中国大陸に工場を建設するとともに，経

営者が生活の拠点を移してしまった例も相当

数ある。 

（２）国際分業に関する日本企業の考え

方 

国際分業型の日本企業考え方を分析する

と，次のように抽象できるであろう。 

グローバルにまたがる広域の経営管理，

資金調達，資材調達など，いわゆる本社の統

括機能は日本に堅持する。 

研究開発関連機能も，人材供給，セキュ

リティ等の関係から日本国内を中心とする。 

高度の技術を要する材料生産及び部品生

産の前工程は日本国内に堅持する。 

東南アジア，中国大陸に移転するのは主

に製造部門で，対象製品は，日本国内の生産

ではコスト的に見合わない製品，低コスト生

産のメリットを享受できる製品，顧客が東南

アジア，中国大陸に進出済であり，当該顧客

向けに現地生産で対応する必要がある製品で

ある。 

但し，労働集約的な製造部門だけではな

く，競争のため，業種によっては最新鋭の製

造設備を東南アジア，中国大陸にもっていく

場合もある。  
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3.3 代替事業進出型 
エレクトロニクス産業の場合:日本エレ

クトロニクス産業の業者の動きは，川上の半

導体装置企業及び能動部品である半導体，例

えば半導体のウエハー，ファウンドリ，DRAM，

IC設計，ICパッケージ，などの企業と液晶に

関連する企業は，国内強化型か国際分業型，

いずかの戦略を採る企業が多い，一方，川下

のアセンブリー企業と受動部品及びその他の

電子部品企業は国際分業型と代替事業進出型

という戦略を選択する傾向がある。特にアセ

ンブリー業者の場合，近年，国際分業を積極

的に行う一方で，国内では既存分野の多角化

を戦略として選択し，集中している22）。 

自動車産業の場合:地球温暖化や石油燃

料の枯渴など，日本自動車産業は，数多く問

題に直面している。石油が自動車用燃料の主

流であり，その後，石油の代替燃料として，

電気，水素，バイオ燃料など多様化すると考

えられる。その燃料の多様化に対応するた

め，既存技術をさらに進步させる一方，次世

代燃料を使う新たな車（ハイブリッド車，電

気自動車，燃料電池車，ブラグインハイブリ

ット車）の開発にも積極的に取り組み，自動

車の未来を切り開く23）。 

伝統産業の場合：鉄鋼，石油化学，食品

関連などの伝統的な産業は，既存分野の多角

化に注力している一方で，非関連の多角化も

積極に推進している24）。 

4.日本企業対応の例 

4.1 トヨタ自動車（国内強化型の企業の

典型例） 
国内強化型コントロールは，単純な戦略

のようだが，人件費などのコストが安い海外

からの製品に国内生産で対抗するというのは

かなり厳しく，大幅なコスト削減や生産能率

の向上，あるいは市場の求める製品の開発力

などが求められる。その反面，国内生産を維

持するという戦略であるため，雇用や，技術

蓄積の点で大きな効果がありうる。この国内

強化型には，基本的に生産効率の向上を極限

にまで高める戦略と市場のニーズにきわめて

敏感に対応できる体制を作る戦略である。そ

の典型例が自動車産業のトヨタ自動車にみら

れる。 

日本の自動車産業は国内生産の競争力が

強いにもかかわらず，政治的な動機で海外生

産移転をせざるをえなくなった産業である。

強すぎたがゆえに泣く泣く海外での現地生産

に乘り出したといえるかもしれない。したが

って，その強い日本国内基盤の維持に真剣に

取り込むのもまた，当然といえる。トヨタは

海外生産を進めるなかでも国内生産は維持す

ると宣言している。 

トヨタは，つねに生産性の向上を求めろ

仕掛けを内在するような生産方式である。世

界的に有名なトヨタ生産方式により高い生産

性を誇る。「ジャスト・イン・タイム」や「看

板方式」「多台持ち」「多能工」「あんどん」な

どに代表されるような徹底したムダの排除，

リードタイムの削減を実現している。またこ

れらのトヨタ生産方式を取引相手である部品

メーカーや関連会社にも拡大させ，生産性の

向上に努める。 

これらの高い生産性がもたらした高い製

品競争力により，日本国内の割り高なインフ

ラのコスト，人件費，IT対応の遅れなどをは

ねのけ，国内生産品でも十分にプレゼンスを

保っているのである。さらに自動車という生

産工程が複雑な製品扱うことは，生産工程の

ブラッボックス化を可能にし，海外からのキ

ャッチアップを難しくさせている。さらに生

産工程が複雑な自動車においては十分な生産

能力を持っていない海外で，現地の教育に莫

大なコストをかけてまでせいさんするより

も，基盤の整った国内で生産を続けるほうが

かなり利益率が高いことも，トヨタが国内に

悠然と生産基盤を抱えている理由の一つであ

ろう。 

また，近年，トヨタは従来型エンジンの

進化とハイブリッドテクノロジーの応用とを

基盤に，次世代車技術（例えば，ハイブリッ

ド車，電気自動車，燃料電池車，ブラグイン

ハイブリット車）の発展を図って究極のエコ

カーを目指して新しい環境技術の開発を進ん

でいく。さらに，トヨタは「人との共生」を

目指して，医療，介護，生活，仕事のシーン

で，人のパートナーとして人をサポートする

パートナーロボットの開発を進めている。パ

ートナーロボットの目指す未来への世界，次

世代先端技術の技術戦略である25）。 

トヨタの海外生産が増加するなかでも，
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輸出の減少がそれほど起こっていない。トヨ

タは1980年代の「日米貿易摩擦激化」やプラ

ザ合意による「円高ドル安」の影響などを受

けて、徐々に海外現地生産にシフトし始めた

1985年代から2012年までの期間で海外生産台

数は約150万台から520万台へ増加している。

一方で輸出台数は1985年（昭和60年）の198万

台をピークに減少を続け，1995年には120万台

近くまで低下した。その後，1990年代後半か

らは，世界的な好景気に支えられて連続して

増加を続け，2007年に過去最高の266万台強と

なる。そして，プラザ合意以降，トヨタの国

内生産台数は年間約350万台左右を維持して

いる。つまりはトヨタ全体としての国内の成

長主因は国内生産台数の維持及び国内からの

海外への部品供給は海外でのトヨタの生産拡

大とともに増加していくであろう26）。  

4.2 キャノン（国際分業型，水平分業の

典型例）  
国際分業型の典型例としてキャノンの例

をみてみよう。キャノンはデジタルカメラ・

プリンター・複写機・放送映像機器・半導体

露光及び製造装置を扱う。業界でも高いシェ

アを獲得している企業である。最近では，日

本の超優良企業の代表格とされることも多

い。キャノンでは，日本国内で低利益率化し

た製品は海外で安い資源を利用して低コスト

大量生産を行い。それまでその製品に投入し

ていた国内資源は，さらに高級・高付加価値

な製品の開発・生産へと投入される（例えば

プロカメラマン用のデジタル一眼レフカメラ

と放送映像機器及び業務用複写機・半導体露

光及び製造装置）。高付加価値製品の生産を日

本国内の軸とする以上，海外での生産は低付

加価値製品の枠を越えないよう管理されてい

る27）。 

キャノンは，この国内高付加価値化によ

る水平分業戦略を長期に渡って成功させる要

素を付加している。水平分業を長期に維時す

る際に鍵となるのは，海外と分業すれば，そ

の分業先の国の技術水準が生産経験によって

向上し，それがその国が日本にキャッチアッ

プする原動力となるという現象にどう対応す

るかである。その対応の鍵が開発力そして技

術保護である。まず，開発力であるが，キャ

ノンは独自製品と新製品を開発し，国内での

高付加価値製品生産を可能にし，海外との連

続的な連携が生まれるので，開発力が前方へ

切る込んでいくタイプのキーワードなら，技

術保護は後方から迫り来る敵を防御するタイ

プのキーワードである。開発，商品化のめど

がついた技術は特許で徹底的に囲い込むのが

キャノンの重要な戦略の一つである。この取

り組みの成果はキャノンが米国特許登録件数

で日本企業３年連続トップ。キャノンは海外

での特許取得を重視，2012年もアメリカでの

特許登録は世界の企業で第三位。日本企業で

トップだったということである。アメリカの

特許商標庁に登録された特許はキャノンが日

本企業で最多となり，世界第三位となった

28）。 

以上の二つのキーワードが，海外への生

産移転がもたらす現地のキャッチアップを歯

止めをかけているのである。そして海外から

のキャッチアップを食い止めながら国内生産

品目の高付加価値化をはかることが水平分業

戦略をとる企業にとって国内の生産活動を維

持させるうえで最重要課題なのである。  

4.3 東レ（代替事業進出型，技術関連多

角化企業の典型例） 
東レは日本国内最大手の合成繊維メーカ

ーの一つである。繊維業界では東アジア特に

中国などの台頭によって海外生産や輸入品が

多くなり，厳しいさが増してきている。東レ

はそんな状況のなかでも繊維業界にとどまろ

うと，高付加価値製品の開発に尽力してき

た。その結果，炭素繊維や新合繊などの成果

をあげてきた。しかし，一方で，汎用品の割

合が大きい繊維業界ではなかなか決定打とは

ならず，同社も東アジアでの海外生産を行う

など，減収が続く繊維事業の合理化をはるか

ようになった。 

その一方で，東レの長年の研究開発の成

果は別な所で活躍しはじめ，合成繊維の高分

子化学などの技術を応用し，非繊維事業へと

進出する。その進出先は化成品，プラスチッ

クケミカル，情報通信機材，住宅，医療，医

薬など多岐にわたっており，東レの技術力が

十分に生かされている。 

その多角化のおかげで，東アジアへ汎用

品の生産を移管し，さらに国内の繊維事業を

合理化することによって生まれた雇用の減少

を補うことができている。近年の東レグルー

プの従業者数は，比較的安定して推移してき

ている。もちろん，その全体数のなかでの繊
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維関連の従業員数は減ってきているのだが。

こうした技術関連型多角化による空洞化のコ

ントロールの大きなポイントは，既存の分

野，東レの場合は合成繊維の化学技術で懸命

に努力した結果として，既存分野で蓄えるこ

とができた技術を応用しての多角化であると

いうことである。そういった技術応用によっ

て進出先の分野においても当初から強みをも

つことができ，新たな製造業の基盤を確保で

きる29）。その結果，製造業としての国内プレ

ゼンスをその企業が維持し続けることがで

き，空洞化のコントロールにつながるのであ

る。 

おわりに 

日本産業空洞化の回避に対しての日本当

局は，具体的産業政策として，特に国内立地

企業が競争力を発揮しうるための環境整備

（税制，雇用制度，労働力の流動化促進な

ど），国内での新規産業の創出，海外からの企

業・産業の誘致，「国としての重要な技術・産

業」を決め，そこに人材や教育、金融など最

大の知識・人材・経済的支援を重点的に投

下，日本銀行による世界水準並みの量的金融

緩和などを提唱した。つまりは，消極的対応

としてアジア新興国との共生と課題解決への

貢献，積極的対応としては，環境整備，産業

高度化，研究開発の促進，人材の育成，量的

金融緩和がある。そしてこれらを包み込む大

きな対策として，日本をサービス，物流，先

端研究基地となし，労働対策を充実させるこ

とがあげられる。特に，高度技術の開発と雇

用対策は当局による産業空洞化対策の二本柱

といえるであろう。  

一方，企業側のコントロールは，国内に

おいては，本社機能の強化，製品の高付加価

値化，研究開発の向上，多角化などが，ます

ます重要な意味を持つことになる。つまり

は，比較優位を失いつつある分野，生産コス

トの削減，競争優位の確保，戦略の考量で，

アジアと中国大陸を中心に国際分業体制が，

今後ます進展していくのではないかと考えら

れる。  

それゆえに，今後の課題としては，日本

の担う新産業の今後の勃興が期待できるか，

既存産業がさらなる高度化を遂げられるか，

そしてさらに，研究開発，雇用機会の創出と

構造失業解消，量的・質的金融緩和政策など

の成行きが，日本経済の今後を大きく左右す

ることは必定である。  
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